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地域エネルギー利活用による
脱炭素・持続可能社会構築に向けて
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１ɽはじめに

2020年10月の第203回臨時国会における
2050年カーボンニュートラルએݴから１年
༨りが経աし、脱炭素ロードマップ（2021
年６月）に基づく「脱炭素先行地域」の選
定に向けた公募がスタートするなど、脱炭
素・࣋続可能社会の構築に向けた取組みが
本格化している。取組みの中৺となるのは
再生可能エネルギー等の地域資源の利活用
であり、地域のध要に応えられる再生可能
エネルギー等を確保し、地域に᧐ӹするか
たちで事業化していくことが求められる。

日本環境衛生ηンターでは、2011年の東
日本大ࡂをܖ機に加化した電力システ
ム改革のྲྀれを౿まえな
がら、廃棄物発電を中৺
とした地域エネルギーを
地域で活かすための方
策、選ࢶ、՝等につ
いて、環境省委ୗ事業や
自主事業を通して調査検
討を進めてきた。本ߘで
はそれらの経験をもと
に、今後の地域エネル
ギー利活用の取組みを考
えるための基本的なண؟

点やキーワードを整理した。

２ɽҬΤωルΪʔར׆༻のߏ

地域エネルギー利活用の取組みの基本的
な構造は、ਤ１のように示すことができる。

地域利活用が可能な再生可能エネルギー
等の供給源（発電所等）をந出し、必要に
応じて整備事業を計画するとともに、֘
供給源からのエネルギーと地域ध要との
マッチングを図り、エネルギーの受けし
を行うスキームを構築する。このとき、エ
ネルギーの供給～受けし～ध要に係る事
業全体を通して、地域にԿらかの᧐ӹをも
たらすことが重要であり、地域としてどの

図１　ҬΤωϧΪーར׆༻のऔみのج本ߏ
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ような効果を望むかについての情報も、取
組みを進めるうえで重要な要素となる。

例えば、地域に太陽光発電施設ʦਤ１ ɿࠨ
エネルギー供給源ʧを整備し、֘施設か
らの発電電力を地域新電力（地域にڌ点を
置く小売電気事業者）が取りѻいʦਤ１中ɿ
エネルギーの介ʧ、地域のध要家ʦਤ１ӈɿ
エネルギーध要ʧへ供給することにより、
電力の地産地ফを行うモデルがある。こう
したモデルの導入により、ै来は地域外に
ྲྀ出していた電力関連費用が地域で循環
し、地域経済への波及効果が期される。
また、公共関༩による地域新電力を活用す
る場合は、地域新電力でಘられた収ӹを公
共サービスの拡ॆにつなげるといった選
。も可能となるࢶ

また、地域新電力等の小売電気事業を介
さず、自Ӧ線等を活用して直的に電源か
らध要へと電力供給するʦਤ１中ɿエネル
ギーの直利用ʧέースもある。

なお、ここでいう「地域」をどの範囲に
設定するかも重要である。地域のध要に応
えられるだけの自然エネルギーが๛富な地
域では、自らの地域単ಠで取組みが可能だ
が、そうでない地域では他の地域と連ܞし
て地域エネルギー利活用を進めることも考
え ら れ る。 横  市 で は、;ero CarCon 
:oLoIamaの実現に向けて、市内のエネル
ギーध要家が、連ܞする東北地方市町村か
らの再生可能エネルギーを利用できるよう
エネルギーの介の事業化を進めており、
地方と都市の方に᧐ӹする地域エネル
ギー利活用モデルとして目されている１）。

３ɽΤωルΪʔݯڅڙの֬อ

エネルギー供給源の確保（導入）にあたっ
ては、エネルギーの種類と規模の設定をは
じめとした事業計画の作成の後、電力会社

（送配電事業者）への続申込み・ܖ約、
経済産業大臣への事業計画申・認定（再

生可能エネルギーݻ定価格ങ取制度）を経
てண工、供給開始のྲྀれとなることが一ൠ
的とされている２）。

エネルギーの種類と規模については、各
エネルギー種の特性を౿まえたうえで、対
象地域における実現可能性をۛຯする。例
えば太陽光発電であれば、太陽光パネルの
設置可能面積や、設置可能場所の日র条件
などが供給可能電力量の決定要素となるこ
とから、設置可能量を౿まえた事業規模を
設定することとなる。ηンターが主に検
討を進めてきた廃棄物発電については、通
ৗ、廃棄物ॲ理施設の整備にซせて進めら
れるため、発電規模や立地環境についても、
廃棄物ॲ理施設整備の構想にैଐする。発
電電力の活用用్を最大限とするために
は、外部に十分な電力供給が可能な程度の
ॲ理規模が確保されること、प囲に༷ʑな
電力ध要がଘ在すること、系౷連系が円
にできることなどの条件をຬたすことが望
ましく、今後の施設整備においては、その
ようなエネルギー利活用面についても十分
加ຯされることが望まれる。

また、複数のҟなるエネルギー種を組み
合わせて供給源とすることも有効である。
太陽光発電は、通ৗ、日の出とともに発電
量が増加し始め、日中ன間をϐークとして
ঃʑに日の入りに向けて発電量がԼす
る。したがって、日中主体の民生・業務ध
要等に対応しているが、ఱ候の影響を受け
ることや、間の供給がࠔ難であることか
ら、例えば廃棄物発電や木࣭バイオマス発
電など、基本的にன一定の電力供給が可
能な電力と組み合わせることで、間を含
めたベースध要を支えつつ、ன間のϐーク
ध要にも対応するといった供給が可能とな
る（ਤ ù）。太陽光発電等の整備にあたっ
ては、ध要家が電力ध給ܖ約に応じること
と引き換えに発電者が֘発電設備等の整
備及びҡ࣋理を一खに引き受けるといっ
たPP"（PoXer PVrDIaTe "Hreement）モ
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デルʦ１ʧの事業がී及し始めており、ध
要家にとって初期投資なしで再エネ電力を
調達する選ࢶが増えてきている。こうし
た個ʑの電源整備と一定規模のベース電源
整備とをฒ行することで、地域の再エネ電
力のॆ実（重層化）につながるものと考え
られる。

なお、再生可能エネルギーには電力だけ
でなく、ഔ体での供給も含まれる。特に
廃棄物ॲ理施設では高温高ѹの状態で回収
されるが主体であることから、࣭・量
方の観点でエネルギー効の高い利用に
つなげるため、例えばۙྡに大規模なध
要がある場合は積極的にഔ体での供給を
検討し、ध要ଆでの温室効果ガス削減に
寄༩することも有効である。

事業計画作成後に必要となる電力会社と
の系౷続にあたっては、系౷容量のひっ
ഭを受けた一定の制約条件Լでの続ܖ
約ʦ２ʧがありಘること、ݻ定価格ങ取制
度関連のख続きにあたっては、調達価格が
市場連動型となる'IP制度ʦ３ʧの導入など、
新たな動きに留意する必要がある。また、
新たな再エネ発電設備の設置にあたって

は、地域社会への影響に配慮し、十分な説
明と合意形成に努めることが必要である。

４ɽΤωルΪʔध要ͱの࿈ܞʢհʣ

エネルギー供給源からのエネルギーを地
域のध要家に供給するための方策として
は、自Ӧ線による供給、系౷を通した自ݾ
ୗ送ʗオフサイト型PP"、相対ܖ約など
の選ࢶがある。

自Ӧ線による供給では、電源とध要とを
直的に連ܞさせることが可能で、これま
でl１ध要地１引き込みzの原則により、主
に同一ෑ地内における発電設備とध要家の
間の供給形態として認められてきた。しか
し、再エネ電力を༷ʑな形態でී及しࡂ害
時も含めた༷ʑな利活用策を確保していく
観点から、多༷なニーζへ対応する目的で
l１ध要地複数引き込みzやl複数ध要地１
引き込みzが一定の条件Լで認められるこ
ととなり、運用がスタートしているʦ４ʧ。
これによって、れた場所に設置された再
エネ電源からの電力を自Ӧ線により供給す
ることや、自らのෑ地内に設置した再エネ

図 ２ 　 廃棄物ൃిͱଠཅޫൃిのಛੑΛ͔׆しͨిྗधڅόϥンスܭըのྫ３）
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電源からの電力を、別の受電点から外部供
給するなどの方策が可能となっている。
自営線による電力供給は、相応の初期投

資が発生することや、電力の需給バランス
を自ら管理する必要があることなどクリア
すべき課題はあるものの、例えば災害時に
系統電力が途絶えた場合でも自営線内で電
力供給を行うことができるなどメリットも
大きいことから、マイクログリッド［注５］

的な電源と需要との連携方策の一つとして
引き続き注目される。
系統を通した自己託送［注６］／オフサイ

ト型PPAは、電源と需要との間に密接な
関係性（同一主体が運営している／グルー
プ会社である等）があることを前提に、一
般的な託送供給とは別のルール（料金体系
等）で供給可能な方策である。電源と需要
の双方を束ねる主体にとっては自家消費的

な扱いで電力を活用できることから、再エ
ネ電源の地産地消を形作る一つの有力な選
択肢となっている。特にオフサイト型PPA
については、現在事業者が採用しようとす
る場合、電源と需要が同一会社内あるいは
同一グループ内であることが適用の条件と
なっているが、グループ外の他社間融通に
ついても同一の組合組織を形成するなど一
定の条件をクリアすることによって密接な
関係性を認められ、直接的な託送を可能と
する見直しが行われた。今後様々な場面で、
この自己託送／オフサイト型PPAによるエネ
ルギー連携も広まっていくものと思われる。
相対契約については、再エネ電源からの

電力を調達する小売電気事業者が地域の需
要家と需給契約を締結することにより、小
売電気事業者を介した電力の地産地消を行
うものである。電源の種類や数、蓄電池の

図 3　 非化石価値を含む再生可能エネルギー電力（例：ごみ発電）の取引イメージ４）

※ 図中「非化石価値取引市場」はFIT分の環境価値を取引する「再エネ価値取引市場」と非FIT分の環境価
値を取引する「高度化法義務達成市場」を総称している。また「非化石価値取引市場」以外の環境価値
の取引方法として、Jクレジット制度（新電力だけでなく需要家も直接購入が可能）などがある。

　 新たなFIP制度に基づく環境価値は、図中の非FIT分と同様、相対での取引が可能である。

＊
＊

※
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活用有無、VPP的な運用有無などの状گに
よっては、アグリήーター（特定Է供給事
業者ʗVPP・%3サービス事業者等）ʦ７ʧ

が間に入ることも考えられる。
こうした再エネ電源とध要との連ܞʗ

介には、小売電気事業者を中৺に、PP"
事業者、アグリήーターなど、༷ʑな種類
のエネルギー事業者が介在することとな
り、エネルギーの地産地ফを考えるうえで
は、各エネルギー事業の特性について知っ
ておくことで、より効果的な事業の形成が
可能となる。

なお、いずれの方策においても、エネル
ギーの供給とともに、エネルギーに付随す
る環境価ʦ８ʧもซせて供給し、ध要家
がその価をڗ受することが重要である。
再エネ電気の環境価のやり取りの֓要
は、ਤ úのとおりであり、'IT制度に基づ
く場合とその他の場合に大きく分けられ
る。'IT制度に基づく場合には再エネ電気
そのものから環境価が自動的に切りさ
れ、ඇ化石価取引市場ʦ̕ʧを通して売
ങされるが、その他の場合は自ら売٫先を
定めることが可能であり、新電力（小売電
気事業者）との相対取引を通して直ध要
家に引きすこともできる。

５ɽҬの᧐ӹޮՌ

エネルギー供給源とध要との連ܞ（介）
を通した地域エネルギー利活用事業が地域
に᧐ӹする効果としては、主に次の点が挙
げられる。いずれも、個ʑのέースによっ
て効果の多Չはҟなってくるため、電力の
ध給規模やध給バランス（લ߲１ɽ）、ध要
家への電力の介の仕方（લ߲ ùɽ）等に
応じて十分に検討することが重要である。

（１）ΤωϧΪーඅ༻のҬ֎ྲྀ出ࢭ
かつて大ख電力会社から電力調達するこ

とが基本であった電力システムも、2013年

の『電力システムに関する改革方針』（閣
議決定）を受けた制度見直し等により、༷ ʑ
な電力調達の選ࢶが広がっている。

そのなかで、地域にࠜ差した小売電気事
業者（地域新電力）を通して電源からध要
家への電力地産地ফを進めることができれ
ば、これまで主に地域外へとྲྀ出していた
電力料金が地域の事業者を通して地域内で
循環する。

（ ２ 受ڗのܙతԸࡁܦ（
地域の小売電気事業者等を介すること

で、電気事業収ӹが地域に生まれ、それを
原資とした波及効果が期される。

例えば行政が関༩した地域新電力であれ
ば、その収ӹを行政サービスの向上にॆて、
地域のらしに役立てることも可能とな
る。また、地域新電力事業を通した新たな
事業サービスの創出やޏ用創出なども考え
られる。

（ ３ ）環境Ձ値のڗ受
電力の地産地ফとซせて環境価を地域

でڗ受することにより、地域の脱炭素化に
資することが可能となる。地域のॅ民・企
業としては、自らの地域で生まれた再生可
能エネルギーの価をڗ受することで、自
らのらし・事業活動の࣭の向上といった
有形無形の効果も期され、3E100ʦ10ʧ

などの取組みにもつながる。

（ û ）ͦのଞ（ҬのレジリΤンス）
例えば自Ӧ線により電力の直利用を行

う場合、ฏৗ時はもとよりࡂ害時（系౷電
力ఀ止時）においても電力利用が可能とな
るなど、地域のレジリエンスの観点からも
効果が期される。

６ɽҬΤωルΪʔར׆༻のਪਐ

2022年１月から募集開始された脱炭素先
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行地域では、対象地域における民生部門の
電力ফ費に伴うCO2排出の実࣭θロを実現
することが要件の一つとされている。実現
に向けては、ʪલ߲ ùɽʫで示したような地
域でのエネルギー供給源の確保と、ʪલ߲
úɽʫで示したような電源とध要との連ܞ

（介）方策を౿まえて、ʪલ߲ ûɽʫで示
したような地域への᧐ӹ効果をಘられる地
域エネルギー利活用事業を構想していくこ
とが必要と考えられる。

電力システムは、今なお༷ʑなଆ面から
見直し・改ળの議論が継続されており、例
えば地域エネルギー利活用の中৺となりಘ
る地域新電力等の小売電気事業者の事業環
境は今後厳しさを増すことも想定される
が、ICT技術の活用や༷ʑな関係者の知見・
ノハを࣋ち寄ることによって、ਅに地
域に᧐ӹする事業のあり方を模ࡧしていく
ことが望まれる。

資ྉߟࢀ
１）横市「東北の再エネ発電由来電気の市内供

給に関する実証事業」
　　IttQT���XXX.DitZ.ZoLoIama.lH.KQ�LVraTIi�

maDIi[VLVri�LanLZo�ondanLa�etD�[DZ�
HoodaroVnd.Itml

２）再生可能エネルギー事業支援ガイドブック令
３年度൛（経済産業省資源エネルギーி・
環境省）

３）ฏ成28年度߂前地区環境整備事務組合ݍ域に
おける廃棄物発電のネットワーク化に関する
実現可能性調査委ୗ業務報告書（ฏ成 29 年 
３月、（一財）日本環境衛生ηンター、（株）日
本再生エネリンク、+Xエンジニアリング（株）、
（田工業（株）܀

４）今後のごみ発電のあり方研究会第２期最ऴ報
告（ฏ成29年̕月、（一財）日本環境衛生ηン
ター　今後のごみ発電のあり方研究会）

ऍ
ʦ１ʧここではオンサイト型PP"を念頭に記載。

後述のオフサイト型PP"含めて詳細はԼ記を

参考。太陽光発電の導入支援サイトIttQT���
XXX.env.Ho.KQ�eartI�QoTt_93.Itml

ʦ２ʧノンファーム型続方式など。詳細はԼ
記 を 参 考。 資 源 エ ネ ル ギ ー ி)P　IttQT���
XXX.eneDIo .met i .Ho . KQ�aCoVt�TQeDia l�
KoIoteiLZo�non_firm.Itml

ʦ３ʧ'IP制度の詳細についてはԼ記を参考。資
源エネルギーி)P　IttQT���XXX.eneDIo.meti.
Ho.KQ�aCoVt�TQeDial�KoIoteiLZo�fiQ.Itml

ʦ４ʧ１ध要地１引き込みの見直しについては、
Լ記を参考。

資源エネルギーி)P　IttQT���XXX.meti.Ho.KQ�
QoliDZ�TafetZ_TeDVritZ�indVTtrial_TafetZ�
oTIiraTe�2021�04�20210401�03.Itml

ʦ５ʧマイクログリッドについて詳細はԼ記を
参考。「地域マイクログリッド構築のख引き」

　IttQT���XXX.meti.Ho.KQ�TIinHiLai�enerHZ_
environment�enerHZ_reToVrDe�Qdf�015_
T01_00.Qdf

ʦ６ʧ自ݾୗ送の詳細についてはԼ記を参考。
資源エネルギーி)P「自ݾୗ送に係る指針」

　IttQT���XXX.eneDIo.meti.Ho.KQ�DateHorZ�
eleDtriDitZ_and_HaT�eleDtriD�TVmmarZ�
reHVlationT�Qdf�[iLotaLVToV211118.Qdf

ʦ７ʧアグリήーター、VPP、%3に関する詳細
はԼ記を参考。資源エネルギーி)P IttQT���
XXX.eneDIo.meti.Ho.KQ�DateHorZ�TavinH_and_
neX�advanDed_TZTtemT�vQQ_dr�aCoVt.Itml

　新エネルギー財団)P
　IttQT���XXX.nef.or.KQ�LeZXord�a�artiDleT_

a_03.Itml
ʦ８ʧ電気に付随する環境価として、「ඇ化石

価（高度化法上のඇ化石電源ൺの算定時に
ඇ化石電源として計上できる価）」、「θロエ
ϛ価（温対法のCO2排出係数がθロである価
）」及び「環境表示価（小売電気事業者が
ध要家に対してその付加価を表示・主ுする
権利）」があり、CO2排出削減に寄༩する電気
であることを༷ʑな場面で活用することがで
きるよう制度設計が進められている。

ʦ̕ʧඇ化石価取引市場の詳細についてはԼ
記を参考。資源エネルギーி)P

　IttQT���XXX.eneDIo.meti.Ho.KQ�DateHorZ�
eleDtriDitZ_and_HaT�eleDtriD�nonfoTTil�

ʦ10ʧ3E100について詳細はԼ記を参考。環境
省 )P　 IttQT���XXX.env.Ho.KQ�eartI�re100.
Itml




